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 日本成長戦略本部では3月から戦略分野のロードマップが策定され夏にまとめる成長戦略に反映。
 国民会議では飲食料品の消費税減税と給付付き税額控除が議論され夏前に中間取りまとめへ。
 日本版DOGEは財政効率化に取り組み、骨太の方針に反映へ、各組織での議論の進展に期待。

1

日本成長戦略本部では3月から戦略分野のロードマップが策定され夏にまとめる成長戦略に反映

高市早苗政権は危機管理投資・成長投資による強い経済の実現を重要課題に掲げています。2025年11
月には、成長戦略の方向性や具体策を示す「日本成長戦略本部」を立ち上げ、人工知能（AI）・半導体な
ど17の戦略分野を確定しました。そして、2025年12月に成立した2025年度補正予算では、一般会計の総
額18.3兆円のうち6.4兆円を危機管理投資・成長投資にあてています。

今後、17の戦略分野については、3月から目標・道筋・政策手段を明確にした「官民投資ロードマップ」が策定
され、夏にまとめる「成長戦略」に反映される見通しです。また、戦略分野への支援にあたっては、前述の通り、
2025年度の補正予算において6.4兆円の予算措置が講じられましたが、2026年度当初予算でも支援の積
み上げが行われ、切れ目なく危機管理投資・成長投資が促進される見通しです。

高市政権の日本成長戦略本部と国民会議と日本版DOGEの役割

日本成長戦略本部 国民会議 日本版DOGE

設置時期 2025年11月4日。 早期設置に向けて準備中。 2025年11月25日。
正式名は「租税特別措置・補助金見直し担当室」。

主な役割
リスクや社会課題に対し、先手を打った官民連携の戦略的投
資を促進し、世界共通の課題解決に資する製品、サービス
及びインフラを提供することによる、さらなる経済成長の実現。

飲食料品を2年間消費税の対象外とすることについての議論
と、給付付き税額控除の制度設計を含め、社会保障と税の
一体改革についての議論。

租税特別措置や補助金等の適正化の推進。

今後のスケジュール

17の戦略分野について、3月から目標・道筋・政策手段を明
確にした「官民投資ロードマップ」が策定され、夏にまとめる「成
長戦略」に反映。2026年度当初予算でも支援の積み上げ
が行われ、切れ目なく危機管理投資・成長投資が促進され
る見通し。

上記2つの政策の議論について、夏前には中間取りまとめが
行われる見通し。

2027年度の予算編成や税制改正に向け稼働中。春から具
体的な見直し作業が始まり、夏にまとめる「経済財政運営と
改革の基本方針（骨太の方針）」に反映。2026年度分も
緊急案件は反映。

【図表：日本成長戦略本部と国民会議と日本版DOGEの主な役割など】

(注) 今後のスケジュールは変更の可能性あり。
(出所) 各種資料を基に三井住友DSアセットマネジメント作成



情報提供資料

■当資料は、情報提供を目的として、三井住友DSアセットマネジメントが作成したものであり、投資勧誘を目的として作成されたもの又は金融商品取引法に基づく開示書類ではありません。■当資料に基
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料の内容に関する一切の権利は当社にあります。本資料を投資の目的に使用したり、承認なく複製又は第三者への開示等を行うことを厳に禁じます。■当資料の内容は、当社が行う投資信託および投資
顧問契約における運用指図、投資判断とは異なることがありますので、ご了解下さい。
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国民会議では飲食料品の消費税減税と給付付き税額控除が議論され夏前に中間取りまとめへ

高市首相はまた、2025年10月の所信表明演説で、社会保障改革を議論する超党派と有識者による「国民
会議」を創設する方針を打ち出しました。自民党の政策をまとめた「自民党政策BANK」をみると、今後は国民
会議において、飲食料品を2年間消費税の対象としないことに関し、「財源やスケジュールの在り方など、実現に
向けた検討を加速します」と明記されています。

また、給付付き税額控除の制度設計についても、国民会議で「社会保障と税の一体改革について議論し、結
論を得ます」と明記されています。高市首相は、飲食料品を2年間消費税の対象外とすることについて、給付付
き税額控除を導入するまでの措置としていることから、国民会議ではこの2つの政策がそろって議論されることにな
り、夏前には中間取りまとめが行われる見通しです。

日本版DOGEは財政効率化に取り組み、骨太の方針に反映へ、各組織での議論の進展に期待

さらに高市政権は2025年11月、高額な補助金や租税特別措置（租特）と呼ばれる政策減税、基金を点
検する「租税特別措置・補助金見直し担当室」を内閣官房に設置しました。同室は日本版の「政府効率化省
（DOGE）」と位置づけられ、担当閣僚に就いた片山さつき財務相は、春から具体的な見直し作業に取り組み、
夏にまとめる「経済財政運営と改革の基本方針（骨太の方針）」に反映させる考えを示しています。

なお、飲食料品が消費税の対象外となれば、年5兆円程度の税収減となるため、日本版DOGEが安定的な
財源をねん出できるか否かが注目されます。改めて、高市政権における日本成長戦略本部と国民会議、日本
版DOGEの役割などをまとめると図表の通りとなります。今後、それぞれの組織で議論が着実に進展すれば、国
内金融市場における持続的な株高と、投機的な円安や長期金利上昇の抑制につながると思われます。
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